
【一般会計（前年度との比較）】 （単位：千円）

令和元年度 14,747,904 14,329,262 142,798 275,844

平成30年度 15,728,098 15,296,206 93,409 338,483

【特別会計】 （単位：千円）

会計名 歳入決算額(A) うち一般会計繰入金 歳出決算額(B) 差引(A)-(B)

国民健康保険特別会計 3,097,217 195,872 3,097,217 0

後期高齢者医療特別会計 323,453 78,219 322,962 491

簡易水道特別会計 18,014 6,468 18,014 0

下水道事業特別会計 1,386,852 602,954 1,386,852 0

介護保険特別会計 2,535,503 396,607 2,436,275 99,228

介護サービス事業特別会計 5,711 3,518 5,711 0

財産区特別会計（全7会計） 1,915 0 1,729 186

【企業会計】 （単位：千円）

歳入決算額 うち一般会計負担金・補助金 歳出決算額

収益的収入及び支出 2,507,762 180,716 2,447,655

資本的収入及び支出 180,422 60,172 235,140

収益的収入及び支出 897,432 161,419 874,631

資本的収入及び支出 376,956 35,794 521,738

※　資本的収入が資本的支出に不足する額は、内部留保資金などで補てんしています。

企業会計名

決算状況

病院事業会計

水道事業会計

差引(A)-(B)-(C)
翌年度への
繰越財源(C)

年度 歳入決算額(A) 歳出決算額(B)

一般会計における歳入決算の総額は147億4,790万4千円、歳出決算の総額は143億2,926万2千

円で、その差引額は4億1,864万2千円となりました。そのうち、翌年度へ繰越しとなった事業の財源

1億4,279万8千円を除いた剰余金2億7,584万4千円は翌年度へ繰越し、うち1億3,792万2千円につ

いては、将来の市財政の安定のため財政調整基金に積み立てます。

また、各会計別の決算の状況については、表のとおりです。



一般会計決算の歳入歳出構成比

【用語の説明】

市税

地方交付税

国庫支出金

県支出金

市債

使用料及び手数料

財産収入

繰入金

市が所有する土地や建物などの財産を貸し付けたり、売り払ったりすることで得ら
れる収入や基金を運用することで得られる利子・配当金など

使用料は市の施設の使用者に対してその対価として支払っていただくお
金（市営体育館使用料など）、手数料は市が行うサービスを受ける方に負
担していただくお金（住民票発行手数料など）

市の基金（貯金）を取り崩して、各種事業の財源に充てるお金

歳入

市民のみなさんや市内に事業所を持つ法人などに納めていただいた税金

全国の市町村が一定水準の行政サービスを提供できるよう、国税のうち所得税、
法人税、酒税、消費税、たばこ税の一定割合を国が交付するお金

特定の事業の財源として国から交付される負担金や補助金など

特定の事業の財源として県から交付される負担金や補助金など

おもに公共施設などの建設の際に必要となる財源を調達するため、１会
計年度を越えて返済する借入金（借金）

市税

50億7,161万6千円

(34.4%)

地方譲与税等

8億6,229万1千円

(5.8%)

地方交付税

18億2,034万5千円

(12.3%)

国庫支出金

16億9,291万1千円

(11.5%)

市債

22億1,790万円

(15.0%)

使用料及び手数料

2億5,552万1千円

(1.7%)

県支出金

10億7,617万6千円

(7.3%)

分担金及び負担金

2億457万2千円

(1.4%)

財産収入

7,553万9千円

(0.5%)

繰入金

6億3,544万6千円

(4.3%)

寄附金

2億3,740万5千円

(1.6%)

その他

5億9,818万2千円

(9.1%)

歳入決算額

147億4,790万4千円



一般会計決算の歳入歳出構成比

【用語の説明】

議会費

総務費

民生費

衛生費

労働費

農林水産業費

商工費

土木費

消防費

教育費

災害復旧費

公債費

労働者福祉対策、雇用対策などに必要な経費

歳出（目的別）

市議会議員の報酬など市議会の活動に必要な経費

庁舎や財産の維持管理、税金の収納、戸籍管理、選挙、統計などに必要な経費

高齢者、障がい者、児童などの福祉の増進に必要な経費

健康診断やごみ処理など、保健や環境衛生のための経費

農業・畜産の振興や基盤整備などに必要な経費

商工業や観光の振興などに必要な経費

消防団の活動や消防施設の整備、災害対策などに必要な経費

小・中学校の運営や生涯学習・スポーツの振興などに必要な経費

市債（市の借金）を返済するための経費

道路や河川、公園などの整備・維持管理に必要な経費

自然災害などで被害を受けた道路や水路を復旧するための経費

歳出決算を、市の行政目的によって分類いたしました。

議会費

1億4,261万円

(1.0%)

総務費

20億6,313万8千円

(14.4%)

民生費

41億8,875万7千円

(29.2%)

衛生費

13億3,947万7千円

(9.3%)

労働費

1,605万8千円

(0.1%)

農林水産業費

6億3,759万円

(4.4%)

商工費

1億8,125万3千円

(1.3%)

土木費

15億9,667万2千円

(11.1%)

消防費

7億1,134万5千円

(5.0%)

教育費

19億1,464万9千円

(13.4%)

災害復旧費

6,786万6千円

(0.5%)
公債費

14億6,984万7千円

(10.3%)

歳出決算額

143億2,926万2千円



一般会計決算の歳入歳出構成比

【用語の説明】

人件費

物件費

維持補修費

扶助費

補助費等

投資的経費

公債費

積立金

繰出金

道路や水路整備、教育施設整備などの工事等の経費

市債（市の借金）を返済する経費

基金（市の貯金）へ積み立てる経費

国民健康保険特別会計、介護保険特別会計等の運営を支援する経費

歳出（性質別）

市の職員の給料や各種委員の報酬等の経費

指定管理委託料、光熱水費等の需用費など消費的性質をもつ経費

建物や備品を修理する経費

生活保護、児童手当、医療費助成など住民福祉を支えるための経費

峡北広域行政事務組合や各種団体等への負担金、補助金の経費

歳出決算を、経済的性質を基準として分類いたしました。

人件費

17億6,283万6千円

(12.3%)
物件費

26億5,290万6千円

(18.5%)

維持補修費

8,673万9千円

(0.6%)

扶助費

22億3,980万円

(15.6%)

補助費等

20億4,925万7千円

(14.3%)

投資的経費

21億3,988万7千円

(14.9%)

公債費

14億6,984万7千円

(10.3%)

積立金

3億6,147万8千円

(2.5%)

貸付金

720万円

(0.1%)

繰出金

15億5,931万2千円

(10.9%)

歳出決算額

143億2,926万2千円


